
（単位：千円）
番号 事業名 事業概要 始期 終期 事業費 交付金充当額 主な実績 効果検証 担当課

1

宇陀市電力・ガス・
食料品等価格高
騰緊急支援給付
金事業（住民税均
等割のみ課税世
帯）【物価高騰対
策給付金】

令和6年度均等割非課税化世帯及び住民税所得割が課せら
れていない者のみで構成される世帯の世帯主に対して、10万
円の現金給付を行う。

R6.5 R6.10 61,200 61,200 
確認書等送付件数886世帯
給付件数　612世帯

対象者及び対象者となる可能性の
ある者に対して確認書を送付し、物
価高騰に直面する住民税均等割の
み課税世帯への支援を行うことで、
経済的負担を軽減できた。

厚生保護課

2

子育て世帯生活支
援特別給付金事
業【物価高騰対策
給付金】

令和6年度均等割非課税化世帯及び住民税所得割が課せら
れていない者のみで構成される世帯の世帯主に対して、児童
1人あたり5万円の現金給付を行う。

R6.5 R6.10 3,350 3,350 
確認書等送付件数886世帯
給付件数　41世帯

低所得者の子育て世帯に対し児童
1人あたり5万円の給付を行うこと
で、子育て世帯の経済的負担を軽
減できた。

厚生保護課

3

定額減税しきれな
いと見込まれる所
得水準の方への
給付事業【物価高
騰対策給付金】

物価高対策のために実施される令和6年度分個人住民税の
減税において、減税しきれないと見込まれる所得税/住民税
の納税義務者に対し、定額減税しきれない金額について給
付する。

R6.5 R6.12 207,610 207,610 給付件数　4,994世帯
調整給付金の支給により減税しき
れない方の経済的負担を軽減でき
た。

厚生保護課

4
低所得世帯支援
事業、不足額給付
事業

令和6年度において住民税均等割の非課税者のみで構成さ
れる世帯に1世帯当たり3万円を給付し、18歳以下の児童を
有する世帯には児童1人あたり2万円を加算給付する。

R6.12 R7.9 122,215 122,215 
給付件数　3,683世帯、こども加算
201世帯

低所得者世帯に給付を行うことで、
世帯の経済的負担を軽減できた。

厚生保護課

5

事業所・施設にお
ける光熱水費等高
騰対策一時支援
事業（介護）

物価高騰による介護保険関係及び障害福祉サービス提供事
業所等の負担を軽減し、市民が安心してサービスを受けるこ
とができる体制を確保するため、市内の事業所に対して支援
金を給付する。

R7.1 R7.3 12,344 12,344 
対象事業所数　63事業所
支給事業所数　63事業所
支給率 100％

介護サービス施設に支援金を給付
することで負担を軽減し、市民が安
心してサービスを受けることができ
る体制を確保できた。

介護福祉課

6

事業所・施設にお
ける光熱水費等高
騰対策一時支援
事業（障害）

物価高騰による介護保険関係及び障害福祉サービス提供事
業所等の負担を軽減し、市民が安心してサービスを受けるこ
とができる体制を確保するため、市内の事業所に対して支援
金を給付する。

R7.1 R7.3 2,647 2,647 
対象事業所数　64事業所
支給事業所数　64事業所
支給率 100％

障害福祉サービス施設に支援金を
給付することで負担を軽減し、市民
が安心してサービスを受けることが
できる体制を確保できた。

介護福祉課

7
光熱水費等高騰
対策医療機関等
支援給付事業

物価高騰による医療機関等の負担を軽減し、市民が安心し
て医療を受けることができる体制を確保するため、市内の医
療機関等に対して支援金を給付する。

R7.1 R7.3 6,018 6,018 
対象医療機関数　57機関
支給医療機関数　54機関
支給率 94.7％

医療機関等に支援金を給付するこ
とで負担を軽減し、市民が安心して
医療を受けることができる体制を確
保できた。

健康増進課

8

児童養護施設等に
おける物価高騰対
策支援事業補助
金

物価高騰による児童養護施設の負担を軽減し、利用者の処
遇、質の維持を図るため、市内の児童養護施設に対して支
援金を給付する。

R7.1 R7.3 827 827 
対象児童養護施設数　1施設
支給児童養護施設数　1施設
支給率 100％

児童養護施設に支援金を給付する
ことで負担を軽減し、市民が安心し
てサービスを受けることができる体
制を確保できた。

こども未来課

9
プレミアム商品券
発行事業

物価高騰による市内事業所の売上向上を目的にプレミアム
商品券を発行し、消費購買力の市外への流出防止、地域事
業者の活性化を図る。

R6.4 R7.3 7,804 290 
商品券配布枚数　80,000枚
商品券換金枚数　 79,684枚
換金率 99.6％

総額54,800千円（152事業所）の消
費喚起により、市民の家計支援及
び市内経済の活性化を図ることが
できた。

商工産業課

令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業の実施状況・効果検証


